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プログラム 

プログラム 

13:30 受付開始  

14:00 開会挨拶 東京都市大学 都市生活学部 学部長 坊垣 和明 

14:05 来賓挨拶 

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課長 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課長 

国土交通省 住宅局 住宅生産課長 

和田 篤也 

福田 敦史 

伊藤 明子 

14:20 講 演 
「省エネルギー行動研究への期待」 

株式会社 住環境計画研究所 代表取締役 会長 
中上 英俊 

14:45 基調講演 

「世界の省エネルギー行動研究の現状と展望」 

スタンフォード大学 プレコート・エネルギー効率センター 

ディレクター 

ジェームズ・ 

スウィーニー 

16:20 休憩（10 分間）  

16:30 講 演 
「省エネルギー行動研究に学ぶ～BECC 2013 参加報告～」 

東京大学大学院 工学系研究科 准教授  
前 真之 

16:50 ご 案 内 
今後の活動について 

省エネルギー行動研究会事務局 
 

16:55 閉会挨拶 横浜国立大学 教育人間科学部 教授 松葉口玲子 
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講演者略歴 

 

James Sweeney 

Director of the Precourt Energy Efficiency Center, Stanford Institute 

for Economic Policy Research 

 

ジェームズ・スウィーニー 

プレコート・エネルギー効率センター ディレクター 

スタンフォード大学教授として同校プレコート・エネルギー効率センターのディレクターを務

める。研究領域は経済政策分析、特にエネルギー、天然資源、環境分野に注力。スタンフォード

経済政策研究所、フーヴァー戦争革命平和研究所、フリーマン・スポグリ国際教育研究所の各シ

ニア・フェローを務める等、役職多数。 

BECC(Behavior, Energy & Climate Change Conference)の共同理事を務める。 

 

中上 英俊 

株式会社 住環境計画研究所 代表取締役 会長 

博士（工学） 

1970 年横浜国立大学大学院工学研究科建築学専攻修士課程修了。1973 年東京大学大学院工学

系研究科建築学専門課程博士課程修了。同年住環境計画研究所を創設。2013 年より現職。 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会委員、環境省 中央環境審議会委員、国土交通省 社

会資本整備審議会委員など歴任。 

 

前 真之 

東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 准教授 

1975 年広島県生まれ。1998 年東京大学工学部建築学科卒業。2003 年東京大学大学院博士課

程修了、2004 年建築研究所などを経て、同年 10 月、29 歳で東京大学大学院工学系研究科客員

助教授に就任。2008 年より現職。 

建築環境を専門にし、住宅のエネルギーに関する幅広い研究に携わる。暖房や給湯にエネルギ

ーを使わない無暖房・無給湯住宅の開発にも注力している。 
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講演 

省エネルギー行動研究への期待 

株式会社 住環境計画研究所 代表取締役会長 中上英俊 

1. 日本の省エネルギー政策の経緯 

・ 我が国では、「産業部門」、「業務・家庭部門」、「運輸部門」のそれぞれに応じて省エネルギー

政策が展開されている。家庭部門を例に取れば、住宅の建築時に省エネ基準を遵守すること

が求められている他、一定期間ごとに家電機器等の効率改善を求めるトップランナー制度が施

行されるなど、ハード面での法整備は着実に進んできており、世帯あたりのエネルギー消費原

単位は改善傾向にある。 

・ 他方、同じような地域・世帯属性でも環境保全行動の実践度が高い世帯は低い世帯に比べて

3 割もエネルギー消費量が多く、実際のエネルギー消費は居住者の行動によって大きな差が

生じることも分かっている。 

2. 欧州の先行事例 

・ 同様に省エネルギー政策として、住宅や建築物の省エネ基準を強化してきた欧米各国で最近

注目されているのが、人間のエネルギー利用に関する行動分析や、省エネルギー誘導のため

の行動変容の研究である。 

・ 欧米では早くは 1980 年代より人間の行動とエネルギー消費に関する研究が行われているが、

特筆すべきは文化人類学者、社会学者といった人文科学系の研究者と工学系の研究者の間

で活発に議論が交わされている点である。 

・ 近年では、欧州環境局や英国内閣府などで、行動研究の成果が省エネルギー政策の立案や

改善に反映されつつある。例として英国の建築物のエネルギー性能証書(Energy Performance 

Certificates: EPCs)などが挙げられる。 

3. 米国の先行事例 

・ 米国では 1980 年代からエネルギー会社による省エネプログラムである Demand Side 

Management（DSM）プログラム1が実施されている。 

・ 初期の DSM では高効率機器や高効率建築・工場の建設に対する補助、2000 年代以降はデ

マンドレスポンス（Demand Response：DR）などが進められてきたが、近年着目されている手

法のひとつに、消費者意識・行動がある。 

・ 最も代表的な事例として、Opower 社が提供する家庭向けエネルギー診断レポート（Home 

Energy Reports）がある。これはエネルギー会社から得られた各顧客のエネルギー消費データ

を元に、類似する近隣世帯とのエネルギー消費の比較や、毎月のエネルギー消費の履歴を提

示することにより、家庭での省エネルギーを促進するものである。 

                                                        
1 DSMプログラムは「発電所の建設費用よりも省エネルギー対策費用の方が安い」という観点から、電力会社
が提供する資金で省エネルギーを推進しながら、より安い価格で電力供給を行うプログラム 
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講演 

・ このような中、2007 年からは、個人・組織の行動に焦点を当てた研究会議の BECC(Behavior, 

Energy & Climate Change Conference)が毎年開催されており、心理学、社会学、経済学、物

理学、生物学、マーケター、教育、政策研究、ユーザビリティ、IT エンジニアなど、多彩な分野

から 700名あまりが参加し、研究成果の共有や政策戦略の議論が行なわれている。 

 

図 1 BECC 概要 

4. 省エネルギー行動研究への期待 

・ 我が国では東日本大震災後に、電力需給ひっ迫を受けた国民各層の努力により大きな節電が

達成された。消費者の節電意識は震災以降徐々に低下しているものの、2013 年時点で震災

以前と比べれば 2 倍程度の世帯が依然として強く意識した状態であり、節電行動もそれなりに

定着してきたように思われる。これら定着した節電行動は、生活場面における無駄な電気使用

を排除したものであると言えるのではないだろうか。 

・ 近年は、スマートメーターや HEMS（Home Energy Management System）など新たな技術に

よる省エネルギー効果が期待されているが、これらはあくまで適切なエネルギー消費行動を助

けてくれる補助システムと捉えるべきであり、結局はそれらを使うのは最終消費者である。今後

は、日本においても住宅や家電といったハード面の政策と同時に、人間の行動に焦点を当てた

研究が重要になってくると考えられる。 

・ このような背景のもと、日本において省エネルギー行動の研究を推進するため、学部や専門分

野をまたいだ議論を行える場としての省エネルギー行動研究会を設立し、昨年からワーキング

グループでの知見共有を開始したところである。今後は本研究活動を通じて、省エネルギー分

野での政策提言に資することを目的とする。 

 

• BECCは、個人・組織の行動および意志決定に
ついての理解と、省エネルギーで低炭素な社会
への移行を推進するためにこの知見を活用する
ことに着目した研究会議

• 2007年から開催され、毎年700名程度が、研究
成果共有や政策・制度戦略の議論のために参加

• 参加者の専門は心理学、社会学、経済学、物理
学、生物学、マーケター、教育、政策研究、
ユーザビリティ、ITエンジニアと多岐にわたる

• 以下の3研究機関により共同で運営されている

– スタンフォード大学プレコート・エネルギー効率センター

(PEEC: Precourt Energy Efficiency Center Stanford University)

– 米国エネルギー効率経済協議会 (ACEEE: American Council for 

Energy-Efficient Economy)

– カリフォルニア大学カリフォルニアエネルギー環境研究所

(CIEE: California Institute for Energy and Environment)
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基調講演 

世界の省エネルギー行動研究の現状と展望 

スタンフォード大学プレコート・エネルギー効率センターディレクター ジェームズ・スウィーニー 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 
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基調講演 

 

 



 

15 

 

講演 

省エネルギー行動研究に学ぶ -BECC 2013 参加報告- 

東京大学工学系研究科建築学専攻 前真之 

1. BECC2013 について 

BECC（Behavior, Energy & Climate Change Conference：行動・エネルギー・気候変動会議）は

2007年の開始以降 7 回目を迎え、エネルギー政策と省エネ行動を幅広く論じる産官学連携の場

として、その重要性を増してきている。 

BECC2013は、カリフォルニア州サクラメントにおいて11月18日～20日の期間開催された。

スタンフォード大学のジェームズ・スウィーニー教授ら主催者側の挨拶では、BECCコミュニ

ティの成長が誇示され、また今後の発展のために産官学の更なる連携の強化が宣言された。 

 

 

BECC2013 の会場風景  
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講演 

2. BECC の状況報告 

・ 応募のアブストラクトの数は 2008 年には 220 程度であったものが 2010 年には 350 以上となり、そ

の後は概ね安定している。 

・ 参加者の属性については、当初は大学・行政の割合が高かったが、最近では企業関係者が増加

している。 

・ テーマについては、コミュニティやビッグデータ・ソーシャルメディア関係が増加する傾向がある。 

・ 地域では、カリフォルニアなどの西海岸と、ニューヨークなどの東海岸といった、従来より省エネ意

識の高い州からの参加者が多い。 

 

 

BECC2013 状況の報告 

 

3. BECC のセッション 

・ 11月 18日～20日の 3日間で、1～7の時間帯において同時に A～Fの６セッションが開催された

ため（7Bのみ欠番）、全 41セッションが開催された。 

・ Aセッションは Lighting として 6～7人の多人数が短時間ずつ多彩なテーマを扱い、B～Fセッショ

ンは 3～4人で個々のテーマをより詳細に報告した。 
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講演 

4. BECC2013 におけるセッション例 

Session 1E DRIVING SUSTAINABLE BEHAVIOR: ENGAGING INDIVIDUALS 

（持続可能な行動を喚起する：個人へのエンゲージメント ） 

・ 消費者の環境配慮行動に対する意識の違いをアンケート調査から把握し、環境配慮志向、ハイテ

ク志向という 2軸による、5グループへのセグメンテーションを行っている。 

・ 環境意識から、実際に環境配慮行動をとるまでの心理的プロセスを、数理モデルにより定量評価し

ている。肯定的要因と否定的要因を同時に評価することが重要であると述べている。 

・ 二酸化酸素排出量を、個人レベルから国家レベルに分解して解説している。個人の環境配慮行

動の積み上げが、国家レベルでどの程度影響を与えるかに関して論じている。 

 

Session1F USING EXPERIMENTAL DESIGN AND BIG DATA TO EVALUATE BEHAVIOR 

PROGRAMS （行動プログラム評価のための実験的デザインとビッグデータ） 

・ インタビュー調査により、多くのひとが自分のエネルギー消費の相対的な位置づけ（多い／少ない）

をわかっていないことがわかったが、HER（Home Energy Rating：家庭用省エネルギー診断）によ

って一旦自分の消費量が通知されると、群に従う（平均的な消費量になる）ということがわかった。 

・ インタビュー調査により、省エネ意識（Attitude）が高い人ほど、エネルギー消費量が少ない傾向が

あることがわかったが、HER による通知によって省エネ意識の差は小さくなることがわかった（省エ

ネ意識が元から高く消費量が少ない人も、通知によって平均的になりうる）。 

・ スマートメータのビッグデータ解析により、HERがピーク時のエネルギー消費量を抑えるポテンシャ

ルを持ち、最も省エネ効果が高い行動は空調であり（場所はカリフォルニア州）、一回目の HERの

メール通知で大きな省エネ効果があった後は安定することがわかった。 

 

Session 2E DIFFERENT SOCIAL SCIENCE PERSPECTIVES ON BEHAVIOR  

（行動における社会科学からの異なる視点） 

・ 省エネキャンペーンのマーケティング材料の分析から、聞き手と話し手の文化や社会経済や個人

的な特性によって、メッセージの効果は変わることを示した。 

・ ひとの「誠実さ」は省エネ意識・省エネ行動との相関性があるという仮説のもと、電話インタビューに

よる、調査と BIC(Behavioral Indicators of Conscientiousness) の改良版による誠実さ調査が行

われているが、現状、調査のサンプル数等の問題を抱えている。 

・ 人間同士の社会的関係性のうち、「倫理性」と「共同性」の考えが、多種多様な人類に対して、本質

的な行動変容のために重要になってくる。その上で、環境キャンペーンや制度設計を考えていく

必要がある。 

Session 2F MODELING ENERGY USE AND MITIGATION OPPORTUNITIES 

（エネルギー消費モデルと削減機会 ） 

・ 公共的の観点からの、費用対効果の高い省エネルギー施策に関して分析。Maryland 市における

実証実験の結果を基に、最適な施策に関して論じている。 

・ 建物における環境配慮行動を、建物利用者の行動選択要因、欲求、生じる行動、その行動に必

要な建物設備という 4段階でモデル化し分析している。 
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講演 

・ 住宅におけるエネルギー消費量のばらつきを、居住者の生活行動という観点から分析。消費エネ

ルギーの大小でセグメント化し、セグメントに共通する要因を導いている。 

・ 住宅のエネルギー消費に対する、行動変容による省エネルギーポテンシャルを、定量評価し、効

果的な省エネ行動が何であるかに関して論じている。 

 

Session 4B HOW WE UNDERSTAND AND FRAME ENERGY AND ENVIRONMENT （エネ

ルギーと環境をどのように理解しまとめるか） 

・ 感情を煽る映像とそうでない映像を見せた後の人間行動の変化の違いを調査したところ、感情的

な映像は直後の行動には変化を与えるが、時間が経過するとその変化は失われうることがわかっ

た。 

・ EpicMix というスキーヤー向けのソーシャルメディアは、自動アップロードやゲーム性の付与により、

ビッグデータを消費者による口コミマーケティングに繋げることに成功している。ユーティリティのビ

ッグデータの活用方法にも応用できるだろう。 

・ たとえばHVACのエネルギー効率を上げるためには、機器とエンドユーザーだけでなく、間に存在

する修理屋等の「Middle Man」の役割にも着目する必要があり、修理の機会を、既存機器の最適

運転や省エネ機器への買い替えに繋げることが可能になりうる。 

 

Session 6F BEHAVIORAL ECONOMICS（行動経済学） 

・ 省エネルギー行動の効果定量化に関する既往研究をまとめ、各省エネ手法間の差異や、評価手

法の問題点に関して分析を行っている。 

・ CPP（Critical Peak Pricing：緊急ピーク料金）の料金設定と反映手法の在り方に関する解説。需

要への追従の正確性と、顧客への分かりやすさがトレードオフとなる。 

・ WPA プログラム（無償の住宅改修制度）の普及阻害要因の特定。RCT 手法（ランダム化比較試

験：Randomized Controlled Trial）を用い、WPA 参加世帯の世帯属性に関する重回帰分析や、

参加率の向上に効果的な手法に関する分析を行っている。 

・ 業務用建築物における電力消費量に関して、重回帰分析を行っている。建築的要因だけでなく、

利用者行動の要因の影響を定量評価している。 
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事務局からのご案内 

省エネルギー行動研究会について 

1. 省エネルギー行動研究とは 

エネルギー需給問題の改善および低炭素社会実現に寄与することを目的とし、人間の行動に

注目し、省エネルギー行動を促進するための手立ておよび、省エネ行動を分析、定量化するも

の。世界的にも近年注目を集めている研究分野。 

 

2. 省エネルギー行動研究会設立の目的および背景 

我が国では半世紀以上に渡り省エネルギー推進の努力が行われてきており、世界最高水準の

エネルギー効率とそれを支える高いエネルギー管理のノウハウを有している。しかし、これま

で新築を中心に建築物の省エネルギー基準が強化され、ハード面での省エネルギー推進の法整

備は着実に進んできている一方、居住者および人に焦点を当てた研究調査は取り組みが遅れて

いるのが現状である。 

このような中、同様に住宅や建築物の省エネ基準を強化してきた欧米各国で最近注目されて

いるのが、住民等のエネルギー利用に関する行動分析や、省エネルギー誘導のための行動変容

の研究である。既に省エネルギー分野の政策の立案や改善に、行動に関する研究成果が反映さ

れつつある。 

この背景には、ハード面で基準整備を行うものの、平均的とされるエネルギー使用（負荷）

と実際のエネルギー使用が人により大きく異なり、平均値そのものも生活スタイルや価値観の

多様化により変化しているため、将来のエネルギー負荷予測と実際の使用量に大きなかい離が

生じる恐れが強いことが明らかとなってきたことがあげられる。また、既築住宅や建築物のハ

ード面での省エネルギー性能の向上を短期間に期待することは困難で、既築における省エネル

ギー推進は初期投資のかからない機器買い替えと合わせ、行動変容が中心になってくることが

想定される。 

3・11 の教訓を踏まえ、エネルギー供給体制の強靭化およびエネルギーの安定供給を図るた

めの仕組みとして、エネルギー需給の在り方、エネルギー消費バランスの問題が重要課題とな

っていることからも、ハード面、政策面の整備と合わせて、人間の行動変容に焦点を当てた省

エネルギー行動研究が日本でも重要になってくると考えられる。 

そこで、この新しい分野である省エネルギー行動研究を促進するため、学部や専門分野をま

たいだ議論を行える場としての研究会を立ち上げ、欧米での先行事例調査、および国内の現状

などを含む省エネルギー行動研究の現状と知見を共有するものとする。本研究活動を通じて、

省エネルギー分野での政策提言に資することを目的とする。 
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事務局からのご案内 

省エネルギー行動研究会 

ワーキンググループメンバー 

 

 

 

杉浦淳吉  慶應義塾大学 文学部 准教授 

竹内 幹  一橋大学 経済学研究科 准教授 

坊垣和明  東京都市大学 都市生活学部 教授 

前 真之  東京大学 工学系研究科 准教授 

松葉口玲子 横浜国立大学 教育人間科学部 教授 

 

※50音順 

※2014年 2月時点 
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事務局からのご案内 

 

第1回 BECC JAPAN 2014（案）
期間 2014年9月16日（火）・17日（水）

会場 （16日 本会議）東京大学 伊藤謝恩ホール
（17日 エクスカーション）磯子スマートハウス

Behavior, Energy & Climate Change Conference

定員 200名（予定）

主催 省エネルギー行動研究会

後援
(予定)

経済産業省 環境省 国土交通省
（一社）日本エネルギー学会 （一社）エネルギー・資源学会

連絡先 省エネルギー行動研究会事務局（株式会社 住環境計画研究所 内）
〒102-0094  東京都千代田区紀尾井町3-29 紀尾井町アークビル3F
TEL 03-3234-1177    FAX 03-3234-2226   E-mail :  beccjapan@jyuri.co.jp

9月16日 プログラム

研究発表

• セッション1「省エネルギー行動変容と教育（仮）」
（ファシリテータ：横浜国立大学教育人間科学部 教授 松葉口 玲子）

• セッション2「社会や地域における省エネルギー行動変容（仮）」
（ファシリテータ：慶應義塾大学文学部 准教授 杉浦 淳吉）

• セッション3「建築の設計段階における省エネルギー行動ポテンシャル（仮）」
（ファシリテータ：東京大学大学院工学系研究科 准教授 前 真之）

• セッション4「省エネルギー行動変容取り組み事例－実証実験報告－（仮）」
（ファシリテータ：東京都市大学都市生活学部 学部長 坊垣 和明）

• セッション5「行動経済学から考える省エネルギー行動（仮）」
（ファシリテータ：一橋大学大学院経済学研究科 准教授 竹内 幹）

• セッション6「行動変容による日常生活全般の省エネルギー・省CO2（仮）」
（ファシリテータ：住環境計画研究所 研究所長 鶴崎敬大）

基調講演

「世界の省エネルギー行動研究の動向と最新事例」（仮題）

• ハロルド・ウィルハイト 博士（オスロ大学 文化人類学部 教授）

• マーガレット・テイラー 博士（スタンフォード大学 プレコート・エネルギー効率センター）

9月17日 プログラム

エクスカー

ション

磯子スマートハウス視察(東京ガス）（神奈川県横浜市磯子区）

• 住戸間で熱・電気を融通する集合住宅版スマートハウス実証試験視察
（※定員20名 抽選）


